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１．研究の目的
近年のエネルギー不足を解消するため，枯渇する心配が無く，かつ二酸化炭素を排出しない

クリーンエネルギーとして太陽光発電が注目されており，日本における太陽電池出荷量も 2001
年から 2011 年の 10年間で 188,590kWから 2,685,573kW へ約 14 倍になるなど，需要も急激に増
加している。日本国内では日本工業標準調査会が「太陽電池アレイ用支持物設計標準」（JIS C
8955，以下 JIS と略す。）を定めており，それに基づいて設計されることが多い。JISで規定さ
れている設計用風荷重は風力係数に設計用速度圧とモジュールの受風面積を乗じることで算定
できる。なお，風力係数は風洞実験により定めるとしているが，地上設置（単独），勾配屋根設
置型，陸屋根設置型の設置形態については，モジュールの設置勾配で表わされる式により定め
られる風力係数を用いても良いとしている。しかしながら，JIS の基となった実験はかなり以
前に行われたものであり，当時は現在急増しているメガソーラーや大規模工場の屋上に設置さ
れる太陽光発電システムなどは想定していなかった。

本研究の目的は，国内で需要が急増しているメガソーラーや工場などの大規模建築物の屋上
に設置される屋上設置型太陽光発電システムなど，多様化する設置条件下での太陽電池アレイ
に作用する風荷重の特性を明らかにすることにある。また，太陽光発電アレイの設置架台の設
計に用いられている現行の JIS 規格における問題点を明らかにするとともに，種々の風洞実験
結果を基に実情に即した風荷重を算定するための風力係数を提案する。さらに，太陽光発電シ
ステムの風荷重を想定した載荷試験を実施し，耐風性能評価のため載荷試験の手法の確立を目
指す。この研究は今後更に設置の増加が予想されるメガソーラーや屋上設置型太陽光発電シス
テムの経済的かつ合理的な耐風設計を行う上で必要不可欠かつ喫緊に取組むべき重要な課題で
ある。

２．研究の方法
本研究は，平成 26年度から進められており，初年度の平成 26 年は，太陽光発電の普及状況

と今後の展望，強風被害の実態の把握,太陽光発電システムの風荷重・耐風性能評価に関する文
献調査，耐風設計上の問題点の抽出，今後の課題等の整理を行った。平成 27 年度は，平成 26
年度と同様の活動をさらに進めるとともに，「太陽光発電システム耐風設計マニュアル」の策定
を最終目標とした資料整理および記載内容の検討を行った。平成 28年度は，過去 2 年間の成果
をもとに「太陽光発電システム耐風設計マニュアル」を作成した。 

３．研究成果 
3.1 耐風設計マニュアルの概要 

研究成果として取りまとめた「太陽光発電システム耐風設計マニュアル」の各章の概要を以
下に示す。 
「1章：概説」では，わが国における太陽光発電システム（PV システム）の開発と普及の経

緯， PV システムに求められる耐風性能，本マニュアルにおける対象範囲と構成について述べ
ている。 
「2 章：太陽光発電システムの構造安全に関する主な関連法規」では，経済産業省が管轄す
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る「電気事業法」およびその関連法令と「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法」，国土交通省が管轄する「建築基準法」およびその関連法令を概説している。
さらに，PV システムの支持物の構造設計に関して電気事業法関連法令が呼び出している日本工
業規格についても言及している。 
「3 章：太陽光発電システムの設置工法と構造」では，地上や建物の屋根，外壁，庇など，

さまざまな場所に設置されている PV システムの構造について，太陽電池アレイの設置工法ご
とに設置イメージのイラストや施工例の写真などを用いて解説している。 
「4 章：風荷重算定の基本と留意点」では，太陽光発電設備の耐風設計を行う際の風荷重算

定について述べている。また，太陽電池アレイやその架台に作用する風荷重がどのような理由
で生じるのか，どのように考えて算定すべきかといった点を，用語の説明を交えて概説し，さ
らに風荷重に影響を与える要素についても過去の研究論文なども交えて紹介している。 
「5章：耐風設計」では，許容応力度設計を基本とした PV システムの基礎および架台の耐風

設計について，構造計画から部材の応力度検定まで詳細に解説している。 
「6 章：風洞実験等による風荷重評価」では，モジュールに作用する風力評価に用いられる

風洞装置や測定手法，評価手法の例を示している。 
「7 章：載荷試験による耐力評価」では， PV システムの架台や基礎を対象とした載荷試験

方法や，載荷試験結果からの耐力評価方法についての要点・注意点について解説している． 
 「8 章：太陽電池アレイの風力係数に関する文献とその活用方法」では，風力係数に関する
代表的な文献を紹介し，地上設置型 PV アレイの設計用風力係数の提案を行っている。 
 「9 章：今後の課題」では，PVシステムの風荷重，耐風設計，社会システムの各カテゴリー
について，今後解決すべき課題を示している。 

「付録：構造計算例」では，地上設置型太陽電池アレイ架台を対象に，詳細な構造計算した
事例を示している。 
 
3.2 公開研究集会の開催 

平成 29年 2月 21日に公開研究集会「太陽光発電システムの耐風設計－耐風設計マニュアルの解
説－」を開催し，「太陽光発電システム耐風設計マニュアル」の頒布を行った。公開研究集会では，同
設計マニュアルの各章の内容について執筆者が解説したのち，参加者との総合討議（意見交換）を行
った。公開研究集会の参加者は，太陽電池モジュールメーカー，太陽光発電システムの設計者，
建築物の設計者，施工者等の約 150 名であった。 
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